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46,422,830 　　一般財源　46,292,866

【主要事業】 【予算額】

後期高齢者医療支援事業費 28,588,059

国民健康保険運営安定化等事業費 17,834,771

（６）健康増進課国民健康保険室

予算額（千円）R4年度
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【事業概要（健康増進課国民健康保険室）】 

① 国民健康保険運営安定化等事業 

（根拠法令：国民健康保険法） 

【予算額及び内訳】 178億 3,477万１千円 （ 一般財源 177億 937万 5千円、国庫補助金 1億 2,529万 3千円、 
諸収入 10万３千円 ） 

【予算の主な内容】 市町村における低所得者等の保険料軽減措置に対する費用負担等 

【目指す姿】 

県が市町村とともに国民健康保険の運営を担い、その安定的な財政運営や効率的な事業の確保を図る。また、市町村

の保健事業支援により、医療関係者と連携した取組が促進され、医療費適正化を図る。 

【現   状】 

少子高齢化が進む中、国民健康保険は依然として、被保険者の高い年齢構成による、医療費に対する負担能力の問

題、小規模な保険者の存在など、構造的な課題があり、公費による財政支援が必要である。また、生活習慣病等の重症化

予防をはじめ市町村の保健事業を促進し、県全体の医療費適正化の取組が必要。 

【事業主体】 

 県及び市町村 

【事業内容】 

区    分 事  業  内  容 予 算 額 

保険基盤安定負担金 

○ 低所得世帯の保険料（税）軽減額の一定割合を負担 
・県の負担割合 3/4  （市町村 1/4） 

○ 保険料（税）軽減世帯の被保険者数に応じて算定した額
の一定割合を負担 

・県の負担割合 1/4 （国 1/2、市町村 1/4） 

57億 4,228万 3千円 

国民健康保険特別会計 
繰出金 

 
119億6,709万2千円 

 高額医療費負担金 
繰出金 

○ 高額な医療費による財政リスク軽減に要する費用 
○ 県の負担割合 1/4 （国 1/4、市町村 1/2） 15億 7,086万 6千円 

 
県繰入金 

○ 県及び市町村の財政安定化に要する費用 
○ 県の負担割合 保険給付費×9/100 100億9,975万1千円 

 
特定健康診査等負担金
繰出金 

○ 特定健康診査、特定保健指導の実施に要する費用 
○ 県の負担割合 1/3 （国 1/3、市町村 1/3） 2億 9,262万１千円 

 事務費 ○ 国保の保険者として県が実施する事業に要する費用 385万 4千円 

国民健康保険市町村保健
事業支援 

 1億 2,539万 6千円 

 
市町村糖尿病性腎症重
症化予防アドバイザー派
遣事業 

○ 保健師が少なく重症化予防に関する取り組みが手薄な小
規模市町村に対しアドバイザーを派遣 

178万 5千円 

 
市町村国民健康保険健
康長寿支援（地域・職域
連携推進）モデル事業 

○ 国保加入を控えた定年前の被保険者を対象に、定年後
の地域での生活に役立つ健康情報等の提供 

498万 1千円 

 
国民健康保険市町村保
健事業支援事業 

○ 国保ヘルスアップ支援員等により国保データベース
（KDB）を活用し、市町村国保の保健事業の支援を強化 

6,509万 9千円 

 
市町村国保糖尿病等生
活習慣病治療中断者支
援事業 

○ 糖尿病等の生活習慣病の治療中断者への受診勧奨の
取組を支援 

2,959万 3千円 

 
市町村国保の適正服薬
指導に対する薬剤師会連
携推進事業 

○ 市町村国保が実施する重複・多剤服薬者等に対する適
正服薬に向けた保健指導について、薬剤師の専門的視
点での助言・支援等を実施 

640万 4千円 

 
市町村国保健診予約情
報一元化導入支援事業 

○ 健診予約情報を ICT で一元管理する仕組みをモデル市
町村で実施 

1753万 4千円 

合   計 178億 3,477万１千円 

【事業の経過等】 

年  度 元 2 3 

予算額（当初） 177億 6,273万 2千円 173億 4,618万 8千円 175億 163万 3千円 
 

 



医療保険制度の概要
（令和3年4月時点）

一部負担 高額療養費制度、高額医療・介護合算制度 入院時食事療養費 入院時生活療養費

協会けんぽ 全国健康保険協会
40,443
24,793
15,650

・傷病手当金
・出産育児一時金
等

10.00%
（全国平均）

給付費等の16.4％

 組合
健康保険組合

1,388

28,837
16,352
12,485

 同上
（附加給付あり）

各健康保険組合に
よって異なる

定　額
（予算補助）

全国健康保険協会
17
12
5

・傷病手当金
・出産育児一時金
等

1級日額 390円
11級 3,230円

給付費等の16.4％

全国健康保険協会
117
58
59

同上
9.60%

（疾病保険料率）
定額

20共済組合 －

64共済組合 －

1事業団 －

市町村
1,716

給付費等の41%

国保組合
162

給付費等の
28.4～47.4％

市町村
1,716

なし

（注1）後期高齢者医療制度の被保険者は、75歳以上の者及び65歳以上75歳未満の者で一定の障害にある旨の広域連合の認定を受けた者。
（注2）現役並み所得者は、住民税課税所得145万円（月収28万円以上）以上または世帯に属する70～74歳の被保険者の基礎控除後の総所得金額等の合計額が210万円以上の者。ただし、収入が高齢者複数世帯で520万円未満若しくは高齢者単身世帯で383万円未満の者、
　　　 及び旧ただし書所得の合計額が210万円以下の者は除く。特に所得の低い住民税非課税世帯とは、年金収入80万円以下の者等。
（注3）国保組合の定率国庫補助については、健保の適用除外承認を受けて、平成9年9月1日以降新規に加入する者及びその家族については協会けんぽ並とする。
（注4）加入者数は四捨五入により、合計と内訳の和とが一致しない場合がある。
（注5）船員保険の保険料率は、被保険者保険料負担軽減措置（0.50％）による控除後の率。

 同上
（附加給付あり）

なし地方公務員等

農業者
自営業者等

健
康
保
険

一
般
被
用
者

義務教育就学後か
ら70歳未満　3割
義務教育就学前　2
割

70歳以上75歳未満
　　　2割
(現役並み所得者
3割)

(高額療養費制度)
・自己負担限度額
(70歳未満の者)
  (年収約1,160万円～) 　    252,600円＋（医療費-842,000円）×1%
  (年収約770～約1,160万円)  167,400円＋（医療費-558,000円）×1%
  (年収約370～約770万円)    80,100円＋（医療費-267,000円）×1%
  (～年収約370万円) 　　　　57,600円
  (住民税非課税) 　　       35,400円
 
(70歳以上75歳未満の者)
　(年収約1,160万円～) 　    252,600円＋（医療費-842,000円）×1%
  (年収約770～約1,160万円)  167,400円＋（医療費-558,000円）×1%
  (年収約370～約770万円)    80,100円＋（医療費-267,000円）×1%
  (～年収約370万円)         57,600円、
　　　　　　　　　 　　　　 外来(個人ごと)18,000円(年144,000円)
  (住民税非課税世帯)        24,600円、外来（個人ごと） 8,000円
  (住民税非課税世帯のうち特に所得の低い者)
 　　　　　                 15,000円、外来（個人ごと） 8,000円
 
・世帯合算基準額
　70歳未満の者については、同一月における21,000円以上の負担が複数の場
合は、これを合算して支給
 
・多数該当の負担軽減
　12月間に3回以上該当の場合の4回目からの自己負担限度額
(70歳未満の者)
　(年収約1,160万円～)　　　 140,100円
  (年収約770～約1,160万円)  93,000円
  (年収約370～約770万円)    44,400円
  (～年収約370万円) 　　　　44,400円
  (住民税非課税) 　　       24,600円

（70歳以上75歳未満の者）
　(年収約1,160万円～)　　　 140,100円
  (年収約770～約1,160万円)  93,000円
  (年収約370～約770万円)    44,400円
  (～年収約370万円) 　　　　44,400円

・長期高額疾病患者の負担軽減
　血友病、人工透析を行う慢性腎不全の患者等の自己負担限度額 10,000円
 （ただし、年収約770万円超の区分で人工透析を行う70歳未満の患者の自己
負担限度額 20,000円）

（高額医療・高額介護合算制度）
　１年間（毎年8月～翌年7月）の医療保険と介護保険における自己負担の合
算額が著しく高額になる場合に、負担を軽減する仕組み。自己負担限度額
は、所得と年齢に応じきめ細かく設定。

（食事療養標準負担額）

・住民税課税世帯
　1食につき　460円

・住民税非課税世帯
　90日目まで
　1食につき　210円

　91日目から
　1食につき　160円

・特に所得の低い住民税
非課税世帯
　1食につき　100円

健康保険法
第3条第2項
被保険者

船員保険

各
種
共
済

国
民
健
康
保
険

29,324

市町村
26,599

国保組合
2,726

・出産育児一時金
・葬祭費

世帯毎に応益割（定
額）と応能割（負担
能力に応じて）を賦
課

保険者によって賦課
算定方式は多少異な
る

私学教職員

医療給付
現金給付 保険料率 国庫負担・補助

制度名
保険者

(令和2年3月末)

加入者数
(令和2年3月末)

本人
家族

　　　　　千人

保険給付 財源

（生活療養標準負担額）

・住民税課税世帯
　1食につき　460円
 +1日につき　370円

・住民税非課税世帯
　1食につき　210円
 +1日につき　370円

・特に所得の低い住民税
非課税世帯
　1食につき　130円
 +1日につき　370円

※療養病床に入院する 65
歳以上の方が対象

※指定難病の患者や医療
の必要性の高い者等に
は、更なる負担軽減を
行っている

国家公務員

8,545
4,565
3,980

被用者保険の退職
者

同上
ただし、
・老齢福祉年金受給者
　１食につき　100円
　+1日につき　　0円

 葬祭費 等

各広域連合によって
定めた被保険者均等
割額と所得割率に
よって算定されてい
る

給付費等の約10％を
保険料として負担

給付費等の約50％を
公費で負担
　(公費の内訳)
　国：都道府県：市
町村 ４：１：１
さらに、給付費等の
約40％を後期高齢者
支援金として現役世
代が負担

後期高齢者医療制度

［運営主体］
 後期高齢者医療

広域連合
47

18,032
１割

(現役並み所得者 3
割)

・自己負担限度額
　(年収約1,160万円～) 　    252,600円＋（医療費-842,000円）×1%
  (年収約770～約1,160万円)  167,400円＋（医療費-558,000円）×1%
  (年収約370～約770万円)    80,100円＋（医療費-267,000円）×1%
  (～年収約370万円)         57,600円、
　　　　　　　　　 　　　　 外来(個人ごと)18,000円(年144,000円)
  (住民税非課税世帯)        24,600円、外来（個人ごと） 8,000円
  (住民税非課税世帯のうち特に所得の低い者)
 　　　　　                 15,000円、外来（個人ごと） 8,000円

・多数該当の負担軽減
　(年収約1,160万円～)　　　 140,100円
  (年収約770～約1,160万円)  93,000円
  (年収約370～約770万円)    44,400円
  (～年収約370万円) 　　　　44,400円

同上



【事業概要（健康増進課国民健康保険室）】 

② 後期高齢者医療支援事業 

（根拠法令：高齢者の医療の確保に関する法律） 

【予算額及び内訳】 285億 8,805万 9千円 （ 一般財源 285億 8,349万１千円、財産収入 456万 8千円） 

【予算の主な内容】 後期高齢者医療制度の運営に要する費用負担 

【目指す姿】 

  高齢期における適切な医療を提供するための、給付費等への負担を行い、制度の持続的な運営の強化を図る。 

【現   状】 

県民の高齢期における適切な医療の確保を図るためには、各医療保険制度の保険者による拠出のほか、保険給付費に

要する経費と、併せて低所得者の保険料負担の軽減を図るための公費負担が必要である。 

【事業主体】 

   長野県後期高齢者医療広域連合及び市町村 

【事業内容】 

区    分 事 業 内 容 予 算 額 

後期高齢者医療給

付費県費負担金 

○ 療養の給付等に対する費用負担 

○ 75歳以上又は 65歳以上の障害認定を受けた者 

○ 県の負担割合  医療給付費の 1/12   

226億 7,960万 6千円 

後期高齢者医療保

険基盤安定事業負

担金 

○ 保険料軽減措置に対する費用負担 

  ・低所得世帯に属する被保険者の軽減分 

（県の負担割合 3/4） 

・被用者保険の被扶養者であった者の軽減分 

  (県の負担割合 3/4) 

41億 6,706万 6千円 

後期高齢者医療高

額医療費負担金 

○ 高額な医療費に対する費用負担 

○ 対象：レセプト 1件あたり 80万円を超える医療費 

○ 県の負担割合 保険料で賄うべき部分の 1/4 

17億 3,575万１千円 

後期高齢者医療財

政安定化基金運営

事業 

○ 後期高齢者医療広域連合の財政安定化のため県に設置さ

れている基金の資金運用による利子積立 456万 8千円 

後期高齢者医療 

審査会費等 

○ 後期高齢者医療給付に関する処分又は保険料その他の徴

収金に関する処分等に対する審査請求について審査を行う

経費等 

○ 審査会委員数 9人 

106万 8千円 

合        計 285億 8,805万 9千円 

 
【事業の経過等】 

年 度 元 2 3 

予算額（当初） 276億 1,812万 2千円 273億 4,983万 3千円 285億 5,013万 6千円 

 

     

 


